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 このように、ツリー状の体系に沿って業務を上から整理した業務棚卸表を用いた評価は、

各レベルで予算編成、計画進行の年間サイクルにあわせて表の内容の更新を伴いながら実

行されることになっている。 
 業務棚卸表は当初より閲覧可能であり、98年からはＨＰ上でも公開されたが、2001年度
までに県庁に寄せられた意見はわずか２件という（日経産業消費研究所 2002）。 
 なお、業務棚卸表については、考案者による詳細な解説が古川・北大路 2001にある。 
 
③岩手県 
 
岩手県のポイント 
・総合計画の体系に沿った、政策・施策・事業各レベルの「政策評価」 
・数値指標を軸とした各階層の評価の連動 
・「政策評価」（総合計画）と「事務事業評価」「公共事業評価」の共存 

 
 岩手県の行政評価は「政策評価システム」と呼ばれ、「政策評価」（総合計画の体系に沿

った評価）と「事業評価」（個別の事務事業を対象とした評価）の２層からなり、「事業評

価」は事務事業評価と公共事業評価からなる（以下、本稿でも岩手県に関する記述に限り

「政策評価システム」と「政策評価」を使い分ける）。政策評価は総合計画の社会－施策－

分野－主要事業という階層に沿って実行されるのに対し、事務事業評価は主要事業を含む

原則としてすべての事務事業を対象とする（主要事業については共通の様式を使用できる）。

また主要事業もその他の事業も、公共事業は個所毎のＢ／Ｃ（費用便益比）などにより公

共事業評価の枠組みで評価される。 
 岩手県の行政評価は、改革派として知られる増田知事の指示により、1997年度より財政
課において事務事業評価システムが構築されたことに始まる。その後、2000年度の試行を
へて 2001年度に政策評価システムが導入された。この導入過程における特徴は、このかな
り大掛かりな評価システムを一部シンクタンクタンクの助言を得ながらも、試行錯誤を重

ねながら、かなりの部分を自前で作り上げている点であり、他にあまり例がないと思われ

る。 
 政策評価の手法上の最大の特徴は、総合計画の施策（17本）、分野（78本）、主要な事業
（343 本）及び、各分野毎に設定された主要指標（現在 209 本）の各レベルにおいて、調
書等を用いた評価を行うだけでなく、それらが主要指標およびその他の関連指標、データ

を軸に相互参照していることにある。また、県民意識調査や県政モニターへのアンケート

結果、さらには社会指標として作成している「岩手県県民生活指標」などを積極的に引用

しているところにも特色がある。この指標を始めとする数量データの取り扱いにはまだ改

良の余地があるものの、少なくとも当初段階では評価調書を作成する職員の負荷も少なく

ない、数値指標重視のスタイルを貫いている。 
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 なお、政策評価システムは全庁的に膨大なデータを扱っており、県の行政情報化推進計

画においても、情報システム化が明記されている。 
 岩手県では、総合計画を名実ともに中心に据えた行政運営を行っており、各年度の評価

結果は、サマーレビュー、翌年度の重点化方針・施策などを通じて予算編成に反映される

ことになっている。 
 岩手県でも評価調書を公開しているが、市民からの意見はほとんどないという（日経産

業消費研究所 2002）。 
 政策評価システムの概要と詳細については、岩手県政策評価課のＨＰに様々な情報が掲

載されている。 
 
④青森県 
 
青森県のポイント 
・市民の政策ニーズをマーケティングし、数値指標でベンチマーキングする政策マーケ 
 ティング・システム 
・第三者機関が中心となってシステムを構築 
・シェアド・アウトカム（成果の分担）を志向 

 
 青森県の政策マーケティング・システムは、市民の政策ニーズを様々な手法でマーケテ

ィングして政策目標の体系を構築し、数値指標と目標値を定めてベンチマーキングしてい

くシステムである。背景には、青森県における政策的なニーズを生活者の視点から発掘し、

県民の理想と行政等の現実のギャップを明らかにした上で、このギャップを埋めるために

官民様々な主体が参入する政策市場を形成しようという思想がある。 
 このように政策マーケティング・システムはベンチマーキングという行政評価機能を中

心に据えながらも、市民など県庁外を巻き込んだＰＤＣＡサイクルを形成しようとするも

のであること、したがって県庁の仕事をチェックすることだけを任務とするシステムでは

ない、という点において非常にユニークであり、最近取り組みが増えている総合計画に指

標を設けるベンチマーキング・システムとは一線を画するものである。 
 政策マーケティングという第三者機関が中心となり（県庁は事務局機能と県庁内部部局

との連絡・調整に専念）、シェアド・アウトカム（成果を上げるために役割を分担する）と

いう考え方にたって、政策目標体系は狭い意味での行政施策に限らずに練り上げ、数値指

標も徹底したアウトカム指標優先で設定された。そして各指標には「めざそう値（目標値）」

「分担値」が設定されている。これらの作業の各段階では、市民の意識や声を数次にわた

るアンケートやインタビューなどの住民調査の手法を駆使して探るなど、一般市民とのコ

ミュニケーションを重視するとともに、そこから得られたデータを統計的に分析した上で

活用している。 
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 シェアド・アウトカムという概念は、米国で行政評価の専門家が近年、住民の果たすべ

き役割という観点で注目している概念であり、青森県におけるこの取り組みは、世界で初

めて体系的にシェアド・アウトカムを織り込んだ例であるとみることができる（上山 2002b）。 
 このシステムの起源は 1997,1998 年度の２年間にわたる青森県庁内の若手職員のプロジ
ェクトチームの研究にある。この研究は、行政はこれまで「県民の生活満足度」に十分な

関心をもってきただろうかという問題意識からスタートしたものであり、県庁内及び知事

の認知を得て、システムの設計がなされた。 
 その設計を受けて、システムは 1999,2000年度の２年間をかけて構築され、2001年度か
ら運用段階に入っている。構築した政策目標と指標の体系は「政策マーケティングブック

創刊号（Ver.00）」（政策マーケティング委員会 2000）として広く発表され、2001年度末に
は達成度評価を含む「政策マーケティングブック Ver.01」が刊行されている。しかし、野
心的な試みであるだけに、行政運営の改革をどこまで促すか、一般市民などがどれだけ政

策市場に参入するか、などまだまだ多くの課題を抱えながら進化の途上にあるといえる。 
 なお、青森県では、事務事業評価と総合計画（政策マーケティング・システムの政策目

標体系は総合計画と独立につくられた）の進行管理のシステムを別にもっており、これら

との連携は今後の課題である。 
 政策マーケティング・システムの構築過程は、青森県 2001に詳しい。また構築初期の２
年間における分析作業の概要が小野・田渕 2001に紹介されている。また政策マーケティン
グ委員会委員の立場からの評価が上山 2002bなどにある。 
 
⑤福岡市 
 
福岡市のポイント 
・「ＤＮＡ計画」という全庁的経営改革によりＮＰＭ的な新行政経営システムを目指す 
・管理ツールとしての行政評価の実行 
・諸改革の基本にある「評価」の視点 

 
 福岡市では、山崎市長の「民間経営手法を行政に取り入れる」という公約に基づいて市

役所に経営管理課が設置され、1999年８月に市長の私的諮問機関として福岡市経営管理委
員会が設置された。この委員会が 2000 年４月に策定した行政改革の作戦書がＤＮＡ2002
計画である。「ＤＮＡ」は D「できる、からはじめよう」、N「納得のできる仕事をしよう」 、
A「遊心を忘れずに」という意味と、市役所の遺伝子＝DNA を変えるほどの根本的な改善
が必要だという思想が込められている。 
 具体的には、「競争原理」「顧客志向」「分権化」というＮＰＭ的な改革を「経営体制（ガ

バナンス）」「管理システム（マネジメント）」「実践運動（ムーブメント）」という様々なレ

ベル、手法で実行していこうとするもので、行政評価はその管理ツールとして位置づけら
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れている。この背景には、改革が手法の導入・消化に終始してしまうことを避ける意図が

働いている。ツールとしての行政評価は、政策評価（７区生活指標評価、局・区の戦略計

画）と執行評価（「市民サービス評価」「事務事業評価」「業務棚卸し」）から構成されてい

る。 
 だが、計画の中身をみると明らかなように、ＤＮＡ計画のなかの各種の取り組みには、

現場のＴＱＭ的運動を始め、各所で現状を評価して改革するという視点が貫かれ、経営体

制としてのコーポレート・ガバナンスから現場の改善まで評価を基本にマネジメント・サ

イクルを回すことが基本になっているといえる。 
 なお、経営管理委員会は 2002年４月をもって活動を終了し、今後の改革継続は市役所の
職員に託されている。 
 ＤＮＡ計画の詳細は、市のＨＰのほか、石井・上山 2001 や上山 2002a に紹介されてい
る。 
 
⑥逗子市 
 
逗子市のポイント 
・行政評価導入計画「バージョンアップ 2002」により、市民満足度向上のための行政 
 経営を目指す 
・政策・施策・事業の３階層それぞれの評価手法を採用 

 
 神奈川県の逗子市では、2000年５月に「バージョンアップ 2002」と名付けた行政評価導
入計画を策定した。行政評価によってＰＤＣＡサイクルを形成し、経営感覚を行政に導入

することを目的としている。そのために、政策・施策・事業の３階層を対象にそれぞれ別

の評価手法を採用し、また職員の各階層を巻き込むことにより全庁的な意識改革もねらい

としている。 
 事業レベルの評価は事務事業評価を行い、施策レベルでは様々な施策についてのＣＳ調

査を行った他、部単位で棚卸を行って部の戦略ブックを作成、政策レベルでは市の重要課

題を取り扱う市の戦略ブックを作成して、様々なレベルでのＰＤＣＡサイクルを形成する

ことを目指している。 
 体制としては、市長を本部長とする行政評価運推進本部を設置した他、様々な部局や職

員の階層を取り込む現局参画型の仕掛けを作っている。市内在住の有識者などの経営アド

バイザーや、職員によるオフサイト・ミーティングなども活用された。 
 また、当初から庁内ＬＡＮを活用して職員の負担軽減を図るとともに、インターネット

を通じて外に開かれたシステムを目指している。 
 逗子市のバージョンアップ 2002については市のＨＰに各種の情報があるほか、小野・田
渕 2001に導入初年度の取り組みが紹介されている。 
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⑦瀬戸市 
 
瀬戸市のポイント 
・ＮＰＭの手法によって、次期総合計画までに経営改革を目指す 
・行政評価を始め、各種手法を同時並行で進める 

 
 愛知県瀬戸市では、ＮＰＭを前面に掲げて経営改革に取り組んでいる。2005年度末まで
にＮＰＭ理論に基づく行政経営システムを完成し、2006年度から新しい総合計画に移行す
ることが目標である。 
 瀬戸市では 2000年末に、民間企業経営者出身の新市長のもとＮＰＭ志向の行政経営シス
テムの導入が決定し、2001年に庁外の専門家からなる行政経営委員会が設置された。この
取り組みは市政の最優先課題として位置づけられている。 
 行政評価はまず、実施計画事業を対象とする評価と評価結果に基づくＰＤＣＡサイクル

の形成が進められ、その後全事務事業を対象とする評価、さらには政策評価・施策評価も

行う予定である。評価においては各事務事業の原価コストの把握にも力が注がれている。

行政評価の他にも、発生主義会計の本格導入、現場の改革改善運動などが並行して進めら

れるとともに、これらの情報システム化や市民・ＮＰＯとの協働も工程に掲げられている。 
 瀬戸市の行政経営システムについては、市のＨＰに多くの情報が載っている。 
 
⑧沼津市 
 
沼津市のポイント 
・プロセス・マネジメントによる、年間を通じた事業の進行管理 
・プロセス・マネジメントと年度単位の事業評価のリンク 

 
 静岡県沼津市では、2000年１月よりプロセス・マネジメントという手法を導入し、市の
主な事業について年間を通した進行管理を行っている。現在の運用においては、対象事業

の進捗状況が、毎月統一的なフォーマットにより、この制度のトータルマネージャー（企

画部長）に報告され、トータルマネージャーはその報告内容や市政運営上の課題等を考慮

し、５０前後の事業を選定する。これらの事業については同月に三役によるヒアリングの

形式で報告がなされ、その進捗状況や課題などに対し、必要に応じてコメント及び指示が

出される仕組みである。 
 プロセス・マネジメントによる進行管理は、各事業の各年度における目標と達成に向け

ての手順を明らかにし、その進行状況を検証することにより、事業推進のＰＤＣＡサイク

ルを徹底させ、次年度の予算編成にも反映させるという、ユニークな方法で行われる。年

度毎ではなく、事業の重要度に応じてきめ細かく年度途中での評価を行う仕組みであり、
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時間軸での効率が重要となる。 
 その後、このプロセス・マネジメントは、2001年度からの総合計画のもとで事業の進行
管理を行うシステムとなり、別様式による年度毎の事業評価とリンクしている。また、政

策レベルの評価とあわせた行政評価システムが検討されている。 
 
⑨新宿区 
 
新宿区のポイント 
・施策評価と事業評価のリンク 
・二次評価機関を通じたＰＤＣＡサイクル 

 
 東京都新宿区では、行革大綱改訂の際の提言を受けて、1999年度より行政評価制度の導
入に取り組んでいる。1999年度にまず少数の事務事業を対象にしたモデル評価を実施した
のち、2000年度は評価対象を「施策」＋「施策の下に位置づけられている事業」としてモ
デル評価が実施された。施策と事業は基本計画の施策体系から選ばれている。 
 2000 年度の行政評価の最大の特色は、「各事業は上位の施策という目的を達成するため
の手段である」という観点から、施策評価シートと事業評価シートを明確にリンクしたこ

とにある。施策の評価は、その下にぶら下がる事業の評価に基づいてなされ、事業の評価

は上位の施策推進にどれだけ寄与したかという観点から評価される。 
 その他の手法上の特徴としては、数値指標の重視（どのような評価も数値指標に基づい

て行う）や、評価作業の段階にあわせて評価シートを別ページに分割したこと、アウトカ

ム指標を重視する方針のもと、市民の意識や行動に基づいて測定する指標を積極的に採用

し、その測定のための意識調査を実施したことなどが挙げられる。 
 評価結果を反映させる仕掛けは、第二次評価機関である評価委員会にある。企画部長と

主要課長からなる評価委員会は、一次評価の結果などを踏まえ総合的な評価や改革方針の

提示などを行うが、この場では狭い意味での二次評価にとどまらず区の経営という観点か

ら広範な議論がなされ、評価結果をＰＤＣＡサイクルに繋げる役割を果たした。 
 その後、2001 年度には 2002 年度からの後期基本計画策定作業にあわせて、前期基本計
画の全施策・事業を対象に評価が行われている。2000，2001年度の行政評価については区
のＨＰに掲載されている。1999,2000年度の評価シートについては小野・田渕 2001に詳し
い紹介がある。 
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⑩横須賀市 
 
横須賀市のポイント 
・事務事業評価の事務量をＩＴ活用で軽減 
・まちづくり評価委員会による再評価など、市民志向の試み 

 
 電子入札システムを始め電子自治体の先進的取り組みで有名な神奈川県横須賀市では、

平成 15年度の行政評価の本格的導入をめざして、行政評価システムの導入に取り組んでい
る。基本計画で位置付けた「政策・施策」と実施計画に位置付けた「事務事業」の二段階

のレベルでの評価に取り組んでおり、政策・施策については、基本計画における目標が明

確となるよう、その体系（大柱・中柱・小柱）別にまちづくり指標と市民満足度指標を設

定している。事務事業評価は、部局内での一次評価、行政評価プロジェクトチームによる

二次評価を経て、有識者や市民で構成する外部評価組織で再評価する仕組みである。なお、

これら評価システムの構築にあたってコンサルタント等は使っていないという（日経産業

消費研究所 2002）。 
 また、事務事業評価については、ＩＴの活用による事務量軽減を図っており、来年度に

はＩＴ版行政評価システムが本格稼働する予定である。 
 
（４）行政評価を軸としたＮＰＭへ－３つの提言 
 最後に、アンケート結果の分析と先進事例の考察に基づいて、行政評価を軸にＮＰＭ的

な改革を実現するための提言を述べる6。以下「戦略」「効率」「顧客」という３つのキーワ

ードで括って端的に示そう。 
 
①行政評価の導入にあたっては改革の戦略を持たねばならない 
 改革には戦略が必要である。そしてその戦略を練るための、強力な組織が必要である。

できれば行政外のメンバーで構成されるか、含むのがよい。その組織が、行政評価の導入

から稼働まで、さらに行政評価を含むＮＰＭの工程表をつくる。現在いくつかの自治体で

設けられている、審議会形式の評価委員会などが事務局の作成した資料を検討するネガテ

ィブ・チェックではこの役割は果たせない。 
 行政評価を導入する戦略は、評価結果を反映させるＰＤＣＡサイクルの形成まで目指す

必要がある。そのサイクルは予算編成や総合計画の策定・進行管理、組織・人事管理に繋

がるものでなければならない。またＰＤＣＡサイクルは、全庁レベルの他に部局単位でも

形成されるはずである。 
 行政評価を導入する過程では、自治体の内外のリソースを効果的・効率的に活用しなけ

 31 
 
 

                                                   
6 行政評価の手法自体に係る技術的な問題とその対策等については、小野 2002、小野 2001を
参照されたい。 



ればならない。外からはノウハウや人的資源を効率的に調達し、内では職員の意識改革・

能力開発が欠かせない。 
 評価対象のレベルが異なるなど複数の評価システムを持つ場合には、できるだけ早い段

階でそれらの関係を明確にする必要がある。また公共事業の（採否を決定する）事前評価

や、事業開始後の進行管理についても同様である。 
 ＩＴの活用も重要である。行政評価は本格実施ともなれば膨大なデータを取り扱うこと

になるため、パソコンでの作業が前提となるが、ＬＡＮの活用やコンピュータ・システム

化が望ましい。既存のパッケージを購入・活用する場合には、その機能の吟味が必要であ

る。また、行政情報化・電子自治体を全庁的に推進する場合、ＢＰＲ（Business Process 
Reengineering）やＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）導入などにおいては、行政評
価システムとの連携が必要である。 
 
②行政評価の基本原理は効率の把握 
 ＮＰＭの最大のポイントは生産性向上、つまりより少ない税収でより良く、より多くの

サービス提供を行うことにある。この生産性は「効率」として評価される。効率は一般に

「産出÷投入」として捉えられるが、民間企業とは異なり、多くの自治体の現状では行政

活動の産出と投入の測定に容易でない面がある。 
 産出の方はアウトカム指標とアウトプット指標で把握するが、とくにアウトカム指標は、

当該活動の目的や行政の目的－手段の体系における位置づけが明確でなければならない。 
 投入については、より精密なコストの把握が何よりも必要である。総合計画など評価単

位と予算事業との整合（事業別予算）、アクティビティ・ベースのコスト把握、発生主義・

複式簿記による資産と負債の把握の細分化など、課題は多い。 
 また、評価を年度単位で行えば十分という訳ではない。年間を通じた進行管理、つまり

投入量一定の条件のもとで「産出÷時間」という効率の把握も重要である。 
 
③顧客志向を徹底せよ 
 ＮＰＭの基本コンセプトであり、大きな意識改革が必要なのが顧客志向である。まず、

先に述べたようにアカウンタビリティの観点から、市民にわかりやすく行政評価に関する

情報を伝える努力が求められる。そして行政評価を通じた市民とのコミュニケーション、

さらには市民との協働へと発展させることが望ましい。 
 市民の視点での評価という観点からは、アウトカム指標を重視すべきなのはもちろん、

アウトカム指標のうちでも顧客満足度など市民生活や地域の生活条件に即した指標の積極

的な採用が有効である。 
 また、「顧客」即ち行政サービス、行政活動の対象の明確な把握がなくては、顧客満足の

向上を検討することができない。地域の生活者たる一般市民の他にも、民間企業やその他

の団体、場合によっては自治体内の他の部局など「顧客」の把握が顧客志向の前提となる。 
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自治体の行政評価関連サイト 
 
青森県「政策マーケティング・システム」 
 http://www.pref.aomori.jp/koutyou/marketing/index.html 
岩手県「政策評価課」http://www.pref.iwate.jp/~hp0212/seisaku/ 
静岡県「業務棚卸表」http://www2.pref.shizuoka.jp/all/gyotana.nsf/ 
新宿区「企画課」（平成１２，１３年度の行政評価制度） 
 http://www.city.shinjuku.tokyo.jp/division/210101kikaku/index.htm 
逗子市「行政評価＠ｚｕｓｈｉ」 
 http://www.city.zushi.kanagawa.jp/syokan/hyoka/index.html 
瀬戸市「行政経営システム」http://www.city.seto.aichi.jp/index.htm 
福岡市「経営管理委員会」http://www.city.fukuoka.jp/keiei/index.htm 
三重県「みえ政策評価システム」 

http://www.pref.mie.jp/GYOUSEI/plan/jimu00k/index.htm 
横須賀市「まちづくり評価」http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/m_hyouka/index.html 
 


